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【訂正内容】

　訂正内容は、表紙の「提出理由」に記載の通りです。

 

新たに作成された書類

第三部　保証会社等の情報

第１　保証会社情報

３　継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項

 

（１）会社名、代表者の役職氏名及び本店の所在の場所

会社名 近畿日本鉄道株式会社

代表者の役職氏名 取締役社長　　都司　尚

本店の所在の場所 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号

（注）以下、「第二部　提出会社の保証会社等の情報」「第１　保証会社情報」「３　継続開示会社に該当しない保証

会社に関する事項」において、「当社」とは保証会社である「近畿日本鉄道株式会社」を指します。

 

　保証会社である近畿日本鉄道㈱の直近の事業年度に関する経営成績の概要は、以下の提出会社の有価証券報告書

における「第二部　提出会社の保証会社等の情報」の「第１　保証会社情報」「３　継続開示会社に該当しない保

証会社に関する事項」に記載しております。

有価証券報告書
事業年度 自　令和３年４月１日 令和４年６月20日

（第111期） 至　令和４年３月31日 関東財務局長に提出

 

　なお、「企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第四号の三様式　記載上の注意(33)

c」に基づき、保証会社である近畿日本鉄道㈱の直近事業年度の次の事業年度が開始した日以後６箇月（自　令和

４年４月１日　至　令和４年９月30日）の経営成績の概況を、以下の「（２）企業の概況」から「（６）経理の状

況」までに記載しております。
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（２）企業の概況

①　主要な経営指標等の推移

(1）保証会社の経営指標等

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期

会計期間

自　令和２年
４月１日

至　令和２年
９月30日

自　令和３年
４月１日

至　令和３年
９月30日

自　令和４年
４月１日

至　令和４年
９月30日

自　令和２年
４月１日

至　令和３年
３月31日

自　令和３年
４月１日

至　令和４年
３月31日

営業収益 (百万円) 47,956 51,902 65,121 103,402 111,196

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) △17,222 △5,337 988 △23,201 △4,735

中間純利益又は中間(当期)

純損失（△）
(百万円) △11,540 83 679 △15,917 △387

資本金 (百万円) 100 100 100 100 100

発行済株式総数 (株) 400 400 400 400 400

純資産額 (百万円) 160,328 154,971 155,181 155,951 154,501

総資産額 (百万円) 873,169 849,928 843,578 878,376 852,492

１株当たり純資産額 (千円) 400,821 387,428 387,952 389,878 386,253

１株当たり中間純利益又は

１株当たり中間(当期)純損

失（△）

(千円) △28,851 207 1,699 △39,794 △967

１株当たり配当額 (千円) － － － － －

自己資本比率 (％) 18.4 18.2 18.4 17.8 18.1

従業員数 (人) 7,379 7,083 6,959 7,216 6,896

（注）１．持分法を適用した場合の投資利益については、損益、利益剰余金その他の項目からみて重要性が乏しいため

記載しておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第８期中間会計期間の期首か

ら適用しており、第８期中間会計期間及び第８期事業年度以降に係る主要な経営指標等については、当該会計

基準等を適用した後の指標等となっております。

４．当社の中間財務諸表及び財務諸表については、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく中間監査

及び監査を受けておりません。ただし、同項の規定に準ずる中間監査及び監査を有限責任 あずさ監査法人よ

り受けております。
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②　事業の内容

　当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

③　関係会社の状況

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

④　従業員の状況

(1）保証会社の状況

（令和４年９月30日現在）
 

従業員数（人） 6,959

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。

２．当社は運輸業の単一セグメントであるため、セグメント毎の記載を省略しております。

 

(2）労働組合の状況

　当社においては近畿日本鉄道労働組合が組織されており、日本私鉄労働組合総連合会に加盟しております。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。

 

（３）事業の状況

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

①　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

当中間会計期間において、当社の経営方針、経営環境及び対処すべき課題等について重要な変更はありませ

ん。

 

②　事業等のリスク

当中間会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

③　経営者による財政状態及び経営成績の状況の分析

(1) 経営成績等の状況の概要

当中間会計期間における当社の財政状態及び経営成績の状況の概要は次のとおりであります。

 

（Ⅰ）財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間の経営成績につきましては、前年同期の二度にわたる緊急事態宣言発出に伴う出控えの反動

増がありましたため、営業収益は前年同期に比較して25.5％増収の651億21百万円となり、営業利益は33億10

百万円（前年同期は営業損失29億85百万円）となりました。

営業外損益で、近鉄グループホールディングス㈱に対する支払利息が減少しましたため、経常利益は９億88

百万円（前年同期は経常損失53億37百万円）となり、法人税等を控除した中間純利益は前年同期に比較して

718.0％増益の６億79百万円となりました。

 

資産合計は、前期末に比較して89億13百万円減少し、8,435億78百万円となりました。これは、主として未

収金の減少によるものであります。

負債合計は、前期末に比較して95億93百万円減少し、6,883億97百万円となりました。これは、主として借

入金の減少によるものであります。

純資産合計は、前期末に比較して６億79百万円増加し、1,551億81百万円となりました。これは、主として

利益剰余金が中間純利益の計上により増加したことによるものであります。
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（Ⅱ）生産、受注及び販売の実績

当社は、「役務提供」を営業収益の中心としており、生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すこと

はしておりません。

このため、生産、受注及び販売の状況については、「（Ⅰ）財政状態及び経営成績の状況」における経営成

績に関連付けて記載しております。

 

(2) 経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

 

（Ⅰ）重要な会計方針及び見積り

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しております

が、この作成にあたり、当中間会計期間末の資産及び負債並びに当中間会計期間に係る収益及び費用の報告金

額に影響を与える事項について、過去の実績や現在の状況等に応じた合理的な判断に基づき見積りを行ってお

ります。これらのうち主なものは以下のとおりでありますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果

と異なる場合があります。なお、会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定

については、「（６）経理の状況　①　中間財務諸表等　注記事項（追加情報）」に記載のとおりでありま

す。

ａ．固定資産の減損

当社は、事業の特性上、多額の固定資産を保有しており、固定資産の回収可能価額について、将来キャッ

シュ・フロー、割引率、正味売却価額等の前提条件に基づき算出しております。従って、当初見込んでいた収

益が得られなかった場合や、将来キャッシュ・フロー等の前提条件に変更があった場合、固定資産の減損を実

施する可能性があります。

ｂ．繰延税金資産の回収可能性

当社は、繰延税金資産の回収可能性を判断するに際して将来の課税所得を合理的に見積もり、タックスプラ

ンニングを行った上で、税務上の繰越欠損金や将来減算一時差異のうち、将来課税所得を減算できる可能性が

高いものについて繰延税金資産を認識しております。従って、今後、経営環境の変化や将来の収支予測の変更

などにより将来の課税所得の見積額やタックスプランニングが変更された場合には、繰延税金資産が増額又は

減額される可能性があります。

ｃ．退職給付債務及び費用の計算

当社は、退職給付債務及び費用の計算について、割引率や年金資産の長期期待運用収益率等の前提条件に基

づき行っており、実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合には、その影響額は数

理計算上の差異や過去勤務費用として累積され、将来にわたって規則的に認識されます。従って、年金資産の

運用結果が長期期待運用収益率と乖離した場合のほか、割引率や長期期待運用収益率の見直しあるいは退職給

付制度の変更がなされた場合には、退職給付債務及び費用に影響を与える可能性があります。

 

（Ⅱ）当中間会計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当社は、近鉄グループホールディングス㈱によるグループ経営体制の下、各事業の取組みを進めており、当

社の経営成績等に重要な影響を与える要因及び当社の経営成績の状況に関する分析については、近鉄グループ

ホールディングス㈱に準じております。

 

（Ⅲ）資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社の資本の財源及び資金の流動性については、営業活動を行うための運転資金や設備投資などに充当する

ため、近鉄グループホールディングス㈱から所要の借入れを行っております。同社からの借入れは、利率低減

のため、同社がその信用力により金融機関等から調達した資金を借り入れるものであります。また、グループ

内でキャッシュマネジメントシステムを導入し、グループ各社の余剰資金の有効活用を通じて、資金の効率化

にも努めており、事業を運営する上で充分な資金の流動性を確保しております。

 

④　経営上の重要な契約等

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

⑤　研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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（４）設備の状況

①　主要な設備の状況

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

②　設備の新設、除却等の計画

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並

びに重要な設備計画の完了はありません。

なお、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は以下のとおりであります。

工事件名
予算額

（百万円）

既支出額

（百万円）

資金調達

方法

工事着手

（年月）

完成予定

（年月）

一般車両代替新

造工事
8,414 121 （注） 令和４．４ 令和７．３

（注）借入金及び自己資金による予定であります。

 

（５）保証会社の状況

①　株式等の状況

(1) 株式の総数等

（ⅰ）株式の総数

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 800

計 800

 

（ⅱ）発行済株式

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（令和４年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（令和５年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 400 400 非上場 （注）１、２

計 400 400 － －

（注）１．当社の株式の譲渡については、代表取締役の承認を受けなければなりません。

２．当社は単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。

 

(2) 新株予約権等の状況

（ⅰ）ストックオプション制度の内容

該当事項はありません。

 

（ⅱ）その他の新株予約権等の状況

該当事項はありません。

 

(3) 行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等

該当事項はありません。

 

(4) 発行済株式総数、資本金等の状況

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

令和４年４月１日～

令和４年９月30日
－ 400 － 100 － 100
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(5) 大株主の状況

（令和４年９月30日現在）
 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

近鉄グループホールディングス㈱ 大阪市天王寺区上本町６丁目１番55号 400 100.0

計 － 400 100.0

 

(6) 議決権の状況

（ⅰ）発行済株式

（令和４年９月30日現在）
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　　　400 400 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 400 － －

総株主の議決権 － 400 －

 

（ⅱ）自己株式等

該当事項はありません。

 

②　役員の状況

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

(1) 退任役員

役職名 氏名 退任年月日

監査役（常勤） 安本　幸泰 令和４年９月30日

なお、同氏は令和４年10月１日付で㈱近鉄エクスプレスの取締役会長に就任しております。

 

(2) 異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性12名　女性０名　（役員のうち女性の比率０％）
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（６）経理の状況

１.中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号）に基づき、同規則及び「鉄道事業会計規則」（昭和62年運輸省令第７号）により作成しております。

 

２.監査証明について

　当社の中間財務諸表は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく中間監査を受けておりません。

　ただし、中間会計期間（令和４年４月１日から令和４年９月30日まで）の中間財務諸表について、同項の規定に

準ずる中間監査を有限責任 あずさ監査法人より受けております。

 

３.中間連結財務諸表について

　「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、営業収益、損益、利益剰余金その他の項目からみて、当企業集団の財政状態及び経

営成績の状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表は作成して

おりません。
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①　中間財務諸表等

(1) 中間財務諸表

（ⅰ）中間貸借対照表

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,339 1,256

未収運賃 4,859 4,956

未収金 7,171 2,614

関係会社短期貸付金 － 1,409

貯蔵品 2,575 2,203

その他の流動資産 5,266 4,287

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 21,208 16,724

固定資産   

鉄軌道事業固定資産 ※1※2※3　752,256 ※1※2※3　744,778

その他事業固定資産 ※1　12,184 ※1　12,083

各事業関連固定資産 ※1　3,745 ※1　3,693

建設仮勘定 4,778 5,719

投資その他の資産   

前払年金費用 42,304 44,682

その他 20,004 19,916

投資評価引当金 △3,990 △4,020

投資その他の資産合計 58,318 60,579

固定資産合計 831,283 826,854

資産合計 852,492 843,578
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（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

負債の部   

流動負債   

関係会社短期借入金 119,097 118,411

リース債務 3,211 3,045

未払金 10,034 6,129

未払法人税等 110 154

預り連絡運賃 656 766

賞与引当金 3,602 4,593

その他の流動負債 18,202 19,602

流動負債合計 154,915 152,702

固定負債   

関係会社長期借入金 441,559 435,287

リース債務 19,078 17,991

再評価に係る繰延税金負債 78,795 78,787

その他の固定負債 3,642 3,629

固定負債合計 543,075 535,695

負債合計 697,990 688,397

純資産の部   

株主資本   

資本金 100 100

資本剰余金   

資本準備金 100 100

その他資本剰余金 30,000 30,000

資本剰余金合計 30,100 30,100

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △ 3,083 △ 2,387

利益剰余金合計 △ 3,083 △ 2,387

株主資本合計 27,116 27,812

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 127,384 127,368

評価・換算差額等合計 127,384 127,368

純資産合計 154,501 155,181

負債純資産合計 852,492 843,578
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（ⅱ）中間損益計算書

（単位：百万円）
 

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

鉄軌道事業営業利益   

営業収益 49,927 61,456

営業費 ※4　52,643 ※4　58,658

鉄軌道事業営業利益又は鉄軌道事業営

業損失（△）
△ 2,715 2,797

その他事業営業利益   

営業収益 1,974 3,665

営業費 ※4　2,244 ※4　3,152

その他事業営業利益又はその他事業営

業損失（△）
△ 270 513

全事業営業利益又は全事業営業損失

（△）
△ 2,985 3,310

営業外収益 184 82

営業外費用 ※1　2,535 ※1　2,404

経常利益又は経常損失（△） △ 5,337 988

特別利益 ※2　4,813 ※2　2,583

特別損失 ※3　4,685 ※3　2,601

税引前中間純利益又は税引前中間純損失

（△）
△ 5,209 970

法人税等 ※5　△ 5,292 ※5　290

中間純利益 83 679
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（ⅲ）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100 100 30,000 30,100 △1,824 △1,824 28,375

会計方針の変更による

累積的影響額
    △1,063 △1,063 △1,063

会計方針の変更を反映した

当期首残高
100 100 30,000 30,100 △2,887 △2,887 27,312

当中間期変動額        

剰余金の配当      － －

中間純利益     83 83 83

土地再評価差額金の取崩     190 190 190

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
       

当中間期変動額合計 － － － － 273 273 273

当中間期末残高 100 100 30,000 30,100 △2,613 △2,613 27,586

 

 

評価・換算

差額等
純資産合計

土地再評価

差額金

当期首残高 127,575 155,951

会計方針の変更による

累積的影響額
 △1,063

会計方針の変更を反映した

当期首残高
127,575 154,888

当中間期変動額   

剰余金の配当  －

中間純利益  83

土地再評価差額金の取崩  190

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△190 △190

当中間期変動額合計 △190 83

当中間期末残高 127,385 154,971
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当中間会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

（単位：百万円）
 

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他利益

剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 100 100 30,000 30,100 △3,083 △3,083 27,116

会計方針の変更による

累積的影響額
      －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
100 100 30,000 30,100 △3,083 △3,083 27,116

当中間期変動額        

剰余金の配当      － －

中間純利益     679 679 679

土地再評価差額金の取崩     16 16 16

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
       

当中間期変動額合計 － － － － 695 695 695

当中間期末残高 100 100 30,000 30,100 △2,387 △2,387 27,812

 

 

評価・換算

差額等
純資産合計

土地再評価

差額金

当期首残高 127,384 154,501

会計方針の変更による

累積的影響額
 －

会計方針の変更を反映した

当期首残高
127,384 154,501

当中間期変動額   

剰余金の配当  －

中間純利益  679

土地再評価差額金の取崩  16

株主資本以外の項目の

当中間期変動額（純額）
△16 △16

当中間期変動額合計 △16 679

当中間期末残高 127,368 155,181
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注記事項

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法

棚卸資産

貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

なお、中間貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

鉄軌道事業取替資産　　　　　　　　　　　　　　　　取替法

建物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法

構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定額法

鉄軌道事業けいはんな線の機械装置及び工具器具備品　定額法

その他の有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　定率法

無形固定資産（リース資産を除く。）　　　　　　　　　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

３．工事負担金等の会計処理

　鉄軌道事業における高架化工事や踏切道拡幅工事等を行うにあたり、地方公共団体等から工事費の一部として工

事負担金等を受け入れております。工事負担金等により固定資産を取得した場合には、取得原価から工事負担金等

相当額を直接減額したものを固定資産の取得価額とし、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、取得

原価から直接減額した金額を工事負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　営業債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

投資評価引当金

　市場価格のない株式を適正に評価するため、投資先の資産状態等を勘案して、特に計上を要すると認められる

金額を計上しております。

賞与引当金

　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間

会計期間末において発生していると認められる金額を計上しております。

(1）退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間会計期間末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。
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(2）数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発

生時の翌事業年度から費用処理しております。

　過去勤務費用は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により発生時

から費用処理しております。

　なお、当中間会計期間末においては、年金資産が退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上

の差異を加減した金額を超過しているため、当該超過額は、固定資産の投資その他の資産に「前払年金費用」

として計上しております。

５．収益及び費用の計上基準

　当社は乗車券類を購入した顧客に対し、旅客輸送サービスを提供しており、旅客輸送サービスを提供した時点で

履行義務が充足されると判断し、原則として乗車日に収益を認識しております。

　なお、定期券については、有効期間にわたって履行義務が充足されるものとし、有効期間の経過につれて収益を

認識しております。

６．その他中間財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　資産に係る控除対象外消費税等は発生事業年度の期間費用としております。

グループ通算制度の適用

　近鉄グループホールディングス㈱を通算親法人とするグループ通算制度を適用しております。

 

（追加情報）

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

当社は、当中間会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税及び

地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開

示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っており

ます。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響は

ないものとみなしております。

 

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響）

前事業年度の有価証券報告書における重要な会計上の見積りに記載した新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影

響に関する仮定について、重要な変更はありません。
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（中間貸借対照表関係）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

 770,618百万円 779,649百万円

 

※２．固定資産のうち、担保に供しているもの

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

鉄軌道事業固定資産 670,255百万円 664,416百万円

（鉄軌道財団）   

（注）上記資産は近鉄グループホールディングス㈱の財団抵当借入金の担保に供しております。

 

※３．工事負担金等の圧縮記帳累計額

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

 246,209百万円 251,647百万円

 

４．偶発債務

(1) 保証債務

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

近鉄グループホールディングス㈱ 1,010,704百万円 1,139,845百万円

従業員（住宅融資） 665百万円 583百万円

計 1,011,370百万円 1,140,428百万円

 

(2) 重畳的債務引受による連帯債務

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

近鉄不動産㈱ 0百万円 0百万円

 

EDINET提出書類

近鉄グループホールディングス株式会社(E04102)

訂正発行登録書

16/23



（中間損益計算書関係）

※１．営業外費用のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

支払利息 2,505百万円 2,404百万円

 

※２．特別利益のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

工事負担金等受入額 4,572百万円 2,566百万円

 

※３．特別損失のうち主要なもの

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

工事負担金等圧縮額 4,531百万円 2,563百万円

 

※４．減価償却実施額

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

有形固定資産 11,687百万円 11,145百万円

無形固定資産 761百万円 693百万円

 

※５．中間会計期間における税金費用につきましては、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は「法人税

等」に含めて表示しております。
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 400 － － 400

（注）自己株式については、該当ありません。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 400 － － 400

（注）自己株式については、該当ありません。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

該当事項はありません。

 

(2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

有形固定資産

主として、鉄軌道事業における一部の車両（鉄軌道事業固定資産）であります。

(2）リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料（解約不能のもの）

（単位：百万円）
 

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

１年内 29 29

１年超 325 310

合計 355 340
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（金融商品関係）

１．金融商品の時価等に関する事項

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（（注）参照）。

「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等し

いことから、記載を省略しております。

また、「未収運賃」、「未収金」、「関係会社短期貸付金」、「関係会社短期借入金」及び「未払金」について

は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

 

前事業年度（令和４年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

供託有価証券(*) 5 5 0

資産計 5 5 0

関係会社長期借入金
（１年以内返済予定を含む）

540,745 543,689 2,943

負債計 540,745 543,689 2,943

（*）「供託有価証券」は供託中の債券であり、固定資産「投資その他の資産」の「その他」に計上しておりま

す。

 

当中間会計期間（令和４年９月30日）

 
中間貸借対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

供託有価証券(*) 5 5 0

資産計 5 5 0

関係会社長期借入金
（１年以内返済予定を含む）

538,598 539,438 839

負債計 538,398 539,438 839

（*）「供託有価証券」は供託中の債券であり、固定資産「投資その他の資産」の「その他」に計上しておりま

す。

 

（注）市場価格のない株式等は、上表には含まれておりません。当該金融商品の中間貸借対照表計上額（貸借対照

表計上額）は以下のとおりであります。

（単位：百万円）

区分
前事業年度

（令和４年３月31日）

当中間会計期間

（令和４年９月30日）

子会社株式 11,518 11,518

関連会社株式 3,077 3,077

非上場株式 14 14

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算

定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係

るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和４年３月31日）

　　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（令和４年９月30日）

　　　該当事項はありません。

 

(2）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和４年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

供託有価証券

　国債・地方債等

 

5

 

－

 

－

 

5

資産計 5 － － 5

関係会社長期借入金

（１年以内返済予定を含む）
－ 543,689 － 543,689

負債計 － 543,689 － 543,689

 

当中間会計期間（令和４年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

供託有価証券

　国債・地方債等

 

5

 

－

 

－

 

5

資産計 5 － － 5

関係会社長期借入金

（１年以内返済予定を含む）
－ 539,438 － 539,438

負債計 － 539,438 － 539,438

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

供託有価証券

国債・地方債等は相場価格を用いて評価しております。国債は活発な市場で取引されているため、そ

の時価をレベル１の時価に分類しております。

 

関係会社長期借入金

元利金の合計金額と、当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法

により算定していることから、レベル２の時価に分類しております。なお、変動金利による関係会社長

期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっており、時価は帳簿価額にほぼ等し

いことから、当該帳簿価額を時価としております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前事業年度（令和４年３月31日）

種類
貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

時価が貸借対照表計上額を超えるもの    

国債・地方債等 5 5 0

合計 5 5 0

 

当中間会計期間（令和４年９月30日）

種類
中間貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が中間貸借対照表計上額を超えるもの    

国債・地方債等 5 5 0

合計 5 5 0

 

２．子会社株式及び関連会社株式

前事業年度（令和４年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額 子会社株式11,518百万円、関連会社株式3,077百万円)は、市

場価格のない株式等のため、時価を記載しておりません。

 

当中間会計期間(令和４年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式(中間貸借対照表計上額 子会社株式11,518百万円、関連会社株式3,077百万円)

は、市場価格のない株式等のため、時価を記載しておりません。

 

３．その他有価証券

前事業年度（令和４年３月31日）

その他有価証券(貸借対照表計上額 14百万円)は、市場価格のない株式等のため、時価を記載しておりません。

 

当中間会計期間(令和４年９月30日)

その他有価証券(中間貸借対照表計上額 14百万円)は、市場価格のない株式等のため、時価を記載しておりませ

ん。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
 

事業  
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
　　至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日

　　至　令和４年９月30日）

鉄軌道事業

定期 20,271 20,846

定期外 26,757 37,591

その他 787 796

計 47,816 59,235

その他事業 1,767 3,420

顧客との契約から生じる収益 49,584 62,656

その他の収益 2,317 2,465

外部顧客への営業収益 51,902 65,121

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「(６)経理の状況　①中間財務諸表等　注記事

項　（重要な会計方針）　５.収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。

 
３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当中間会計期間末

において存在する顧客との契約から当中間会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する
情報

 

(1) 契約負債の残高等

（単位：百万円）

 
前事業年度

（自　令和３年４月１日
　　至　令和４年３月31日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日

　　至　令和４年９月30日）

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 5,811 6,662

顧客との契約から生じた債権(中間期末（期末）
残高)

6,662 7,218

契約負債(期首残高) 7,085 6,864

契約負債(中間期末（期末）残高) 6,864 7,711

 

　契約負債は、主に定期券販売にかかる前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩され

ます。

　前中間会計期間に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、7,010百万円でありま

す。なお、前事業年度において契約負債の残高に重要な変動はありません。

　当中間会計期間に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、6,780百万円でありま

す。なお、当中間会計期間において契約負債の残高に重要な変動はありません。

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当社では、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引はないため、残存履行義務に係る開示を省略しておりま

す。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

当社は、運輸業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

２．地域ごとの情報

国内の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えており、また、国内に所在している有形

固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えているため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

 

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

該当事項はありません。

 

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

該当事項はありません。

 

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（令和４年３月31日）
当中間会計期間

（令和４年９月30日）

１株当たり純資産額（千円） 386,253 387,952

 

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

当中間会計期間
（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

１株当たり中間純利益（千円） 207 1,699

（算定上の基礎）   

中間純利益（百万円） 83 679

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 83 679

普通株式の期中平均株式数（株） 400 400

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

(2) その他

　該当事項はありません。
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